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1．水道法における水道施設の耐震化に関する規定 

○水道法第 5 条第 4 項に基づく「水道施設に関する技術的基準を定める省令」におい

ては、水道施設の耐震化に関して以下のような事項が定められており、耐震化計画は

これを基本にする。 

・災害その他非常の場合に断水その他の給水への影響ができるだけ少なくなるよう

に配慮されたものであるとともに、速やかに復旧できるように配慮されたもので

あること。（第 1 条第 4 号） 

・次に掲げる施設については、レベル１地震動に対して、当該施設の健全な機能を

損なわず、かつ、レベル２地震動に対して、生ずる損傷が軽微であって、当該施

設の機能に重大な影響を及ぼさないこと。（第 1 条第 7 号イ） 

(1) 取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設及び送水施設 

(2) 配水施設のうち、破損した場合に重大な二次被害を生ずるおそれが高いもの 

(3) 配水施設のうち、(2)の施設以外であって、次に掲げるの 

(ⅰ) 配水本管（配水管のうち、給水管の分岐のないものをいう。以下同じ。） 

(ⅱ) 配水本管に接続するポンプ場 

(ⅲ) 配水本管に接続する配水池等（配水池及び配水のために容量を調節する設

備をいう。以下同じ） 

(ⅳ) 配水本管を有しない水道における最大容量を有する配水池等 

・上記以外の施設は、レベル１地震動に対して、生じる損傷が軽微であって、当該

施設の機能に重大な影響を及ぼさないこと。（第 1 条第 7 号ロ） 

・この省令の施行の際現に設置されている水道施設であって、基準に適合しないも

のについては、その施設の大規模の改造の時までは、これらの規定を適用しない。

（付則） 



 

2 

 

2．上位計画における耐震化の方針 

国土強靱化基本計画・同アクションプラン 2014、新水道ビジョンでは、水道施設の耐

震化の方針を以下のように示しており、耐震化計画はこれらと整合を図って策定する。 

 

(1) 国土強靱化基本計画（平成 26年 6月 3日閣議決定） 

国土強靱化アクションプラン 2014（平成 26年 6月 3日 国土強靱化推進本部） 

○国土強靱化基本計画では、地震等の大規模自然災害において、起きてはならない最悪

の事態として、「上水道等の長期間にわたる供給停止」をあげ、施策の推進方針とし

て以下を示している。 

・ライフライン（電気、ガス、上下水道、通信）の管路や施設の耐震化、各家庭・地

方公共団体等における飲料水等の備蓄、代替機能の確保を図る。 

・事業者における BCP/BCM の構築を促進することにより、迅速な復旧に資する減

災対策を進める。 

○国土強靱化アクションプラン 2014では、推進計画・主要施策として、以下を示して

おり、上水道の基幹管路の耐震適合率を 平成24年度の34％から、平成34年度に50％

とすることを目標としている。 

 ・耐震化を推進するとともに、都道府県や水道事業者間の連携や人材の育成、ノウハ

ウの強化等を推進する。 

・当面、各水道事業者が耐震化計画の策定を進め、これに基づいて基幹となる管路や

配水池、浄水施設に加え、断水エリア、断水日数の影響が大きい施設、管路を優先

して耐震化を進める。また、重要度の高い施設（病院、避難所等）を設定し、これ

らの施設への供給ラインから優先的に耐震化を実施する。 

・水道事業を経営する地方公共団体間における共同訓練、応急給水の準備対応に資す

る連携強化、住民との訓練、避難所や応急給水場所の周知等を行う。 

・自家用発電設備等の整備促進、省電力化、配水池の増強、再生可能エネルギー等の

導入等を促進する。 
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(2) 新水道ビジョン（平成 25年 3月 厚生労働省健康局） 

○新水道ビジョンでは、重点的な実現方策として、危機管理対策を示しており、その中

で水道施設の耐震化（ハード対策）について以下の方針を示している。 
 
・耐震化計画の策定を推進し、全国で耐震化を推進し、水道施設耐震化率の底上げを。 

・当面の目標として、優先的に重要な給水施設（病院、避難所など）をあらかじめ設

定のうえ、当該施設への供給ラインについて早期の耐震化を。 

・将来は、水道の基幹施設の全てについて耐震化の実現を。 
 
○また、優先的に実施する必要性の高いものを１０年程度で実施し、次に断水エリア、

断水日数の影響が大きい施設・管路を優先して耐震化を推進し、最終的には耐震化が

必要な施設の全てをクリアすることで、５０年から１００年先には水道施設全体が完

全に耐震化することを水道事業等の耐震化計画策定に盛り込むことを求めている。 

○さらに、新水道ビジョンでは、危機管理体制等の強化（ソフト対策等）について、以

下の対策を示している。 

  ・BCPなどの事前の応急対策 

・資機材等確保対策 

・応急給水の準備対応 

・危機管理マニュアル等の整備 

・停電を想定したエネルギー確保対策 
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3．診断方法等に関する指針・基準 
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区　分

・計算式
耐震対策の施されている浄水施設能力

全浄水施設能力

・変数の定義

・計算式
耐震対策の施されているポンプ所能力

全ポンプ所能力

・変数の定義

・計算式
耐震対策の施されている配水池容量

配水池総容量

・変数の定義

・計算式
基幹管路の耐震管延長
基幹管路の管路総延長

・変数の定義

・計算式
耐震管延長
管路総延長

・変数の定義

浄水施設耐震率（PI：2207）

　　×　　100浄水施設耐震率 （％）　＝　

　 浄水施設能力とは、水源から送られた原水を飲用に適するように処理する施設の能力をいう。なお、単独
のポンプ所は含まないが、井戸で揚水し消毒をし送水しているポンプ所は浄水工程があるので含む。
　 耐震対策の施されている浄水施設能力とは、水道施設耐震工法指針で定めるレベル2、ランクAの耐震基
準で設計されていること、又は調査の結果この基準を満たしていると判定された浄水施設の能力をいう(m3/
日)。
　 全浄水施設能力とは、現在の浄水揚一日当たり実質浄水能力の総和である(m3/日)。ただし、実際に故
障、補修で使用できない能力は除く。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会工務常設調査委員会審議

指　　　　標

   耐震対策の施されている配水池容量とは、水道施設耐震工法指針で定めるレベル2、ランクAの耐震基準
で設計されていること、又は調査の結果この基準を満たしていると判定された配水池の容量をいう(m3)。
   配水池総容量とは、浄水池、配水池(調整池ともいう)、配水塔及び緊急貯水槽の合計容量(有効容量)をい
う(m3)。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

　　×　　100配水池耐震施設率 （％）　＝　

   耐震対策の施されているポンプ所能力とは、水道施設耐震工法指針で定めるレベル2、ランクAの耐震基準
で設計されていること、又は調査の結果この基準を満たしていると判定されたポンプ所能力のことをいう(m3/
日)。
   ポンプ所能力とは、ポンプを設置して取水、導水、送水、配水を行う施設の能力をいう。
   全ポンプ所能力とは、実質の能力の合計をいう(m3/日)。実質の能力が老朽化、新規施設導入などにより
低下している場合はその分を除く。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

ポンプ所耐震施設率（PI：2208）

配水池耐震施設率（PI：2209）

　　×　　100ポンプ所耐震施設率 （％）　＝　

基幹管路の耐震化率

基幹管路の耐震化率 （％）　＝　 　　×　　100

   基幹管路の耐震管とは、基幹管路における耐震型継手を有するダクタイル鋳鉄管、鋼管及び水道配水用
ポリエチレン管(高密度)をいう。ダクタイル鋳鉄管の耐震型継手とは、S形、SⅡ形、NS形、US形、UF形、KF
形、PⅡ形など離脱防止機構付き継手をいう。鋼管は溶接継手に限る。水道配水用ポリエチレン管は熱融着
継手に限る。また、管路内配管(PIP、シールド内配管)は、耐震を考慮した場合は含む。
   基幹管路の耐震管延長とは基幹管路における耐震型継手を有する上記管種の総延長をいう(km)。
基幹管路の管路総延長とは、実際に供用している基幹管路の総延長のことをいう(km)。管理していても廃止
管は含まない。
※出典：水道の耐震化計画等策定指針の解説（平成20年10月）財団法人 水道技術研究センター

管路の耐震化率（PI：2210）

管路の耐震化率 （％）　＝　 　　×　　100

   耐震管とは、導・送・配水管における耐震型継手を有するダクタイル鋳鉄管、鋼管及び水道配水用ポリエチ
レン管(高密度)をいう。ダクタイル鋳鉄管の耐震型継手とは、S形、SⅡ形、NS形、US形、UF形、KF形、PⅡ形
など離脱防止機構付き継手をいう。鋼管は溶接継手に限る。水道配水用ポリエチレン管は熱融着継手に限
る。また、管路内配管(PIP、シールド内配管)は、耐震を考慮した場合は含む。
   耐震管延長とは、導・送・配水管における耐震型継手を有する上記管種の総延長をいう(km)。
   管路総延長とは、実際に供用している導水管、送水管、配水管の総延長のことをいう(km)。管理していても
廃止管は含まない。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

被
害
発
生
の
抑
制

4．業務指標（ＰＩ）等の説明 
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区　分

・計算式
事故時配水量
一日平均配水量

・変数の定義

・計算式
事故時給水人口
給水人口

・変数の定義

・計算式
自家用発電設備容量
当該設備の電力総容量

・変数の定義

・計算式
復旧作業の単位として区画可能な給水量

通常時の総給水量

・変数の定義

・計算式
バックアップ機能等により確保可能な給水量

通常時の給水量　×　1.5

・変数の定義

指　　　　標

   ブロック化とは、配水における運用・管理（情報収集・情報処理、施設操作）を行っていく機能を持つ施設形
態ならびに管理形態をいう。ブロック化により、復旧対象区域の局所化が図れる。
   復旧作業の単位として区画可能な給水量とは、ブロック化整備済み区域の給水量実績をいう。
※出典：水道の耐震化計画等策定指針の解説（平成20年10月）財団法人 水道技術研究センター

自家用発電設備容量率 （％）　＝　 　　×　　100

   自家用発電設備容量とは、浄水を供給するために必要な浄水施設、ポンプ施設等に導入されている自家
用発電設備の容量をいう。整備不良で稼働できない発電設備などは除く(kW)。
   当該設備の電力総容量とは、浄水施設、ポンプ施設等の設備の運転に必要な電力(契約電力と自家用発
電設備容量)の総和をいう(kW)。
本指標は原則として浄水場及びポンプ所名を明記してそれぞれ算出する。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

ブロック化率

ブロック化率 （％）　＝　 　　×　　100

復旧作業用水確保率

復旧作業用水確保率 （％）　＝　 　　×　　100

   復旧作業用水確保率は、配水池系統単位で算定する。
   バックアップ機能等により確保可能な給水量とは、バックアップ機能により確保可能な給水量、非常時水源
給水量、広域水道からの受水量等の配水池系統単位の合計をいう。
   通常時の給水量×1.5とは、阪神・淡路大震災の復旧作業において、豊中市が大阪府営水道からの受水増
により通常時の5割増し程度の給水量を確保したことにより進捗が順調であった事例を基にしている。
※出典：水道の耐震化計画等策定指針の解説（平成20年10月）財団法人 水道技術研究センター

影
響
の
最
小
化

復
旧
の
迅
速
化

事故時配水量率（PI：2203）

事故時配水量率 （％）　＝　 　　×　　100

   事故とは、（1）最大浄水場が24時間全面停止した場合又は（2）最大ポンプ所が24時間全面停止した揚合の
いずれかをいう。
   配水量とは、有効水量と無効水量を合計した配水量による。浄水場から配水される水量、井戸から揚水さ
れる水量及び水道用水供給として受水する水量すべてをいう。ただし、緊急時の受水は含まない。
   事故時配水量とは、上記事故時の（1）の場合の配水量又は（2）の場合配水量の少ない方をいう(m3/日)。
   一日平均配水量とは、年間に配水した総配水量をその間の日数で割ったものをいう(m3/日)。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

事故時給水人口率（PI：2204）

事故時給水人口率 （％）　＝　 　　×　　100

   事故とは、（1）最大浄水場が24時間全面停止した場合又は（2）最大ポンプ所が24時間全面停止した揚合の
いずれかをいう。
   事故時給水人口とは、上記事故時の（1）の場合の給水できない人口又は（2）の場合の給水できない人口
の多い方をいう（人）。
   給水人口とは、年度当初の給水区域内に住居し、当該水道事業により給水サービスを受けている総人口を
いう（人）。ただし、給水区域外からの転勤者や観光客は給水人口に含まれない。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

家用発電設備容量率（PI：2216）
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区　分

・計算式

給水人口

・変数の定義

・計算式
緊急遮断弁整備済み施設数

貯留施設の総数

・変数の定義

・計算式
配水池・緊急貯水槽数
給水区域面積

・変数の定義

・計算式

・変数の定義

指　　　　標

給水人口一人当たり貯留飲料水量 （L/人）　＝　 　　×　　1,000

   配水池総容量とは、浄水池、配水池（調整池ともいう）、配水塔及び緊急貯水槽の合計容量（有効容量）をいう
（m3）。
   給水人口とは、年度当初の給水区域内に居住し、当該水道事業により給水サービスを受けている総人口をいう。給
水区域外からの通勤者や観光客は給水人口に含まれない（人）。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

緊急遮断弁整備率

応
急
給
水
の
充
実

耐
震
化
対
策
全
体

　　　×1/2 + 緊急貯水槽容量

（　1　－　通水率　）

   配水池・緊急貯水槽数とは、応急給水設備により応急給水ができる配水池（調整池ともいう）、配水塔及び緊急貯
水槽などの設置数をいう（箇所）。
   給水区域面積とは、水道事業者が認可を受け、給水を行う区域の面積をいう（km2）。
※出典：水道事業ガイドライン（平成17年1月17日制定）日本水道協会 工務常設調査委員会 審議

断水率

断水率 （％）　＝　 　　×　　100

   断水率は、配水池系統単位で算定する。
   通水率とは、全体水量に対して被害を受けない施設および管路により輸送可能な水量の割合をいう（％）。各配水
系統について、(1)取・導・浄・送水施設、配水池の被害による通水率、(2)配水管の被害による通水率、を求め、当該
配水系統の通水率は(1) (2)のうち小さい方とする。

緊急遮断弁整備率 （％）　＝　 　　×　　100

   緊急遮断弁整備済み施設数とは、非常用の備蓄水量の損失および2次災害発生の抑制として、浄水場や配水池お
よび耐震性貯水槽等の貯留施設（緊急遮断弁整備対象施設）のうち整備済みの施設数をいう（箇所）。
   貯留施設とは、浄水場（浄水池）、配水池、耐震性貯水槽の総数をいう（箇所）。
※出典：水道の耐震化計画等策定指針の解説（平成20年10月）財団法人 水道技術研究センター

給水拠点密度（PI：2205）

給水拠点密度 （箇所/100km2）　＝　 　　×　　100

給水人口一人当たり貯留飲料水量（PI：2001）

配水池総容量
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5．耐震化に係わる国庫補助等 

(1) 厚生労働省関係 

補助項目等 内　容

緊急時給水拠点
確保等事業

○災害等緊急時における給水拠点の確保のために行う配
水池、緊急時用連絡管、貯留施設、緊急遮断弁、大容量
送水管、重要給水施設配水管の整備事業及び基幹水道構
造物の耐震化事業（ 補強又は改築・更新）に対して補
助を行っている。

水道管路耐震化等
推進事業

○老朽化した管路の更新事業、厚生労働大臣が必要と認
める対象区域において、直結給水を可能とするために必
要な施設整備を行う事業、鉛製の水道管を更新する事業
及び管路において災害復旧を実施した部分から厚生労働
大臣が認める区間までを耐震化する事業に対して補助を
行っている。

　※老朽化管路更新事業の対象
　・敷設後20 年以上経過した塩化ビニル管
　（接着接合の継手など耐震性の低い継手を有する
　　ものに限る）
　・鋳鉄管及びコンクリート管
　・布設後30年以上経過したダクタイル鋳鉄管

事業区分

ライフライン
機能強化等
事業

厚生労働省
による
国庫補助
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(2) 総務省関係 

補助項目等 内　容

総務省
消防庁
による
国庫補助

○地方公共団体の消防防災施設の整備を促進することを
目的として、耐震性貯水槽、備蓄倉庫（地域防災拠点施
設）等の整備に補助を行っている。

防災対策事業 防災基準整備事業 消防防災施設の整備に関する事業で，災害対策基本法
（昭和３６年法律第２２３号）に基づく地域防災
計画と整合性を図りつつ行う事業に対して財政措置を
行っている。

ア 防災拠点施設（地域防災センター等）
イ 防災資機材等備蓄施設及び拠点避難地
ウ 非常用電源
エ 津波避難タワー等の緊急時に避難又は退避するため
の施設
オ 避難路・避難階段
カ 指定緊急避難場所や指定避難所において防災機能を
強化するための施設
キ 緊急消防援助隊の広域活動拠点施設
ク 緊急消防援助隊の編成に必要な施設
ケ 消防団に整備される施設
（ア）指揮広報車
（イ）消防ポンプ自動車
（ウ）消防団情報伝達システム
（エ）消防団拠点施設 等
コ 消防水利施設
（ア）防災井戸
（イ）耐震性貯水槽
（ウ）防火水槽
　等々

建設改良事業等 ○水道施設や管路等の整備や更新等

災害対策事業

○送・配水管の相互連絡管等の整備事業、配水池能力の
増強事業、緊急遮断弁の整備事業、応急給水槽の整備事
業及び自家発電設備の整備事業（主として施設運転用電
力に係るものに限る）に係る事業に対して財政措置を
行っている。
○浄水場、配水池等の基幹水道構造物の耐震化事業（更
新・改築事業を対象とする。ただし，耐用年数を経過し
た施設の更新・改築事業は除く）に対して財政措置を
行っている。
○末端供給水道事業者が実施する水道管路（鋳鉄管、コ
ンクリート管、塩化ビニル管及び石綿セメント管に限
る）の耐震化事業に係る事業に対して財政措置を行って
いる。

事業区分

消防防災施設整備費補助金

総務省
自治財政局
による
地方財政措置

上水道事業
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6．他事業体の耐震化計画事例 

(1) 耐震化計画の施策の例（福岡市） 
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(2) 耐震化計画の策定手順の例（豊中市） 
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(3) 構造物等の診断結果の例（山形県企業局） 
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(4) 水道施設の被害想定の例（福山市）       1/4 
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2/4 
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3/4 
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4/4 
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(5) 管路施設の耐震化の例（神戸市）        1/2 
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2/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

21 

(6) 水道システムの耐震化の例（東京都水道局） 
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(7) 応急給水の検討の例（山武市） 
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(8) 仮設給水の例（札幌市） 
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(9) 耐震化の効果の検証の例（豊中市）       1/2 
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2/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


